
 報 告 　　講演「日本のギャンブル問題と今後」　  弁護士　井上善雄
　　１月３０日（金）、雪の札幌で行われた「メディアのための自殺関連問題学習会」（北海道立精神保健福祉センター主催）に井上が講師として招かれ、田辺等Drのギャンブルによる自殺問題の報告の後、社会問題の視点から講演を行いました。会は、メディア関係者ら２０名が参加し、質疑応答も活発に行われました。その際に配布した井上のレジュメをご紹介します。
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第１．ギャンブルと犯罪
１．ギャンブルと犯罪類型
ギャンブルと犯罪は深く結びついています。賭博行為は日本のみならず、古今東西の国において犯罪とされています。公認されているギャンブルは公共目的から例外として法的に違法性を阻却する限定条件を設けてはじめて許されています。賭博の禁止は個人の自由と対立するという考え方もありますが、単に国家権力が国民を統制するというだけでなく、国民を保護するためにも必要でしょう。
日本で「ギャンブルと犯罪」として考え得るケースを類型化し考えてみましょう。
（１）第一に、よく目にされるギャンブルと犯罪のニュースは、競馬、競輪、競艇、オートレース、さらには宝くじ、totoの公認ギャンブル、風営法上の遊技という「脱法ギャンブル」パチンコ、闇バカラ等の賭博犯罪と、それらギャンブルに盗みや詐欺、横領の犯罪をして得た金を使ったというものでしょう。
古代より博奕は犯罪でした。「博奕打ちの果ては盗人」といわれました。明治以降も賭博は犯罪として取り締まられました。賭博犯罪に対し、資金入手面から犯罪予防の視点や刑事政策もありました。しかし、今この点で検討がほとんどなされていません。
　日本の犯罪白書でもギャンブル資金入手動機や犯罪で得た金（賍物）の賭博への使用データ、統計さえありません。
　強盗、殺人（保険金殺人等）、放火といった重大犯罪も、動機には「ギャンブル資金欲しさ」が多くあります。しかし、その詳しいケース報告さえ把握できていません。

（２）第二に、公営・公認ギャンブルは法令で違法阻却事由とされていますが、ヤミ馬券、ヤミ車券等発売は競馬法や自転車競技法といった特別法で禁止される「呑行為」とされ、公営賭博を「妨害する罪」として、本来の賭博開帳より重く処罰されます。
そして公営競技の運営や宝くじの発売といったギャンブルの主催者やその周辺での犯罪があります。そして、パチンコ店でのワイセツ痴漢、盗撮行為もあります。パチンコ店駐車場に子供を放置した「保護責任者遺棄致死傷」事件もあります。
サイコロ、花札、バカラ、ルーレット、スロット、賭け麻雀や私的カジノの賭博、野球賭博、相撲賭博まで全て違法です。
違法賭博の多くは、日本の暴力団ヤクザが絡んでいますが、またそれ以外でもこの犯罪があり、検挙されています。
（３）第三に、賭博に伴う犯罪には所得税法違反「脱税」があります。
賭けた客が億単位の所得申告をしていなかったとして競馬法違反で検挙された件は、一部無罪となり、現在も最高裁係属中です。このような例はまれです。（日本の公営競技による収入は所得として申告義務もあるのですが、開催者は100万円の配当でも源泉しません。なお、宝くじ、totoの当せん金は非課税です。）
日本のパチスロ業者は脱税業種の第1位、第2位にあり、業者の半数以上が脱税していると言われてきました。また、パチスロ業者の脱税額はケタ違いに大きいものです。
もちろんヤクザらによるヤミギャンブルは開帳者も客も全て「脱税犯」になります。
（４）第四に、カジノでもよく言われる犯罪収益移転防止法違反の「マネーローンダリング」です。
　　日本ではよく知られていないですが、アメリカではカジノやマフィアがしていました。今は中国人が中国で賄賂や不法に収得した金を、ジャンケットなど仲介業者が入りラスベガスやマカオ等でカジノに投入し、仮に半分になっても“勝った分”はカジノで勝って得た出処の判る金として「洗浄」できるというものです。これは現行法の規制が弱く今でも取締りは難しいものです。
個人客も、盗んだり横領したりした金を公認ギャンブルに使えば、それが半分になっても“浄化”が一定可能です。
マネーローンダリングを完全になくすには、①ギャンブル関係者、ジャンケット（客の取次、紹介者）を含めた客の身分証明、②賭金の出処の公的証明、③賭金や券チップ、そして換金結果の証明が必要です。外国カジノでは①は一部で行われるも、日本では公営競技でもパチスロでもどこもしていません。この点、日本のギャンブルは全て、金の多少は別としてマネーローンダリングの世界です。
（５）第五に、ギャンブルに伴う汚職・賄賂等の犯罪、公務員の職務違反があります。
　許認可から利権に絡む犯罪は、中央政界・行政～地方政治、そして業者、選手、警察まで摘発されることがあります。それも整理できたデータはないようです。犯罪として立件されないグレーゾーンも実は多いのです。
　パチンコ業者らやギャンブルに絡むゲームメーカー、建設業者らの政界工作資金、政治献金はダーティなものといえます。
　公務員らがギャンブルに夢中になり、手荷物から公的情報を流出させて懲戒されることがありますが、公文書をギャンブル場に持ち込むこと自体犯罪になるものもあります。
（６）第六に、日本のギャンブル世界ならでは生まれる犯罪、パチンコ業者の三店方式等の換金が賭博や風営法違反になったり、他の業者への業務妨害といったものがあります。
　パチンコの釘師や出玉調整は、業者がやっていれば風営法違反だけでなく客への詐欺等の犯罪にもなります。暴力団が絡めば暴対法上の犯罪もあります。もちろん、客が偽造カードや不正に玉を奪っていれば犯罪です。実は、パチンコ店内・周辺は犯罪の多いところです。ギャンブルに勝てる、宝くじを当てられるという詐欺も多く存在しています。
　これらは一定報じられますが、その詳細はギャンブル業界（公営賭博とパチンコ業界）が秘匿されがちな情報を公開し摘発して詳しい統計でも発表しないとデータ入手は難しいのです。
前述のように客の賭博資金が親族や会社の金を盗んだり横領した可能性のあることを、事業主や業者はうすうす知っても入場禁止にすることはしないのです。「賍物」を「投票券」やパチンコ玉に換えさせていることが少なくありません。
このように、ギャンブルには如何に多くの犯罪が伴っているかがわかります。
なお、ギャンブルと犯罪、特にパチンコ店内外での重大な事例は帚木蓬生氏の著作「ギャンブル依存と斗う」（2004年11月発行）、「やめられない」（2010年9月発行　P133～140）、「ギャンブル依存国家・日本」（2014年12月発行　P68～81）にメディア記録が引用して紹介、分析されています。また、サイト「パチムラ」にもパチンコ関係の犯罪、そして家庭崩壊まで一定まとめられていました。また、2013年2014年の国会図書館提供資料を山下芳生参議員事務所がまとめられたものもあります。
２．報道された犯罪事件（パチンコ関係を中心に）
以下、限られた資料ですが、報道された犯罪事件について見てみましょう。警察の統計資料等は発見できませんでしたが、パチンコ関係を中心に報道ニュースを適宜ピックアップしてまとめた「パチムラ」というサイトが以前ありました。これに掲載されていた2001年以降に起きた事件紹介をまとめたものです。
（しかし、これは全体の犯罪からするとほんの一部です。逆にいうと競輪・競馬・競艇・宝くじ・totoについては十分な資料は得られていません。）
（１）パチンコ店での殺人・傷害等事件
　パチンコ店は不特定の見知らぬ客が射倖心から実質賭博をし、勝つ者もいるが負ける者が多く、すさんだ状況になります。そこでケンカや店への不満も生じやすく、トラブルが絶えません。暴力、傷害、脅迫からついには殺人や放火までの重大犯罪が発生しています。以下は、店員が被害者となった事例です。（以下、店とはパチンコ店をいう。地名はいずれも都道府県名です。）
　2001年　店で玉を盗んだ男が追跡の店員を殴る。不正行為を止めさせようとした店員に対して暴力と恐喝　5件（佐賀、神奈川、和歌山、滋賀、千葉）
2002年　店の不正を止めさせようとした店員に傷害1件（岡山）
2003年　店で店員を刺した傷害・暴行事件3件（東京、愛媛、大阪）
2004年　店で店員らに対し、殺人2件（神奈川、新潟）、殺人未遂1件（奈良）、傷害3件（神奈川、大阪、兵庫）、暴行8件（神奈川、千葉、長崎、福岡、埼玉、北海道、静岡）、強盗1件（広島）、脅迫・恐喝2件（埼玉、静岡）　計17件。犯人には警察官や市町職員もいました。
　2005年　強盗（事後強盗も）3件（新潟、北海道、大阪）、傷害2件（東京、神奈川）、暴行3件（山形、栃木）、器物損壊1件（宮城）　計9件
　2006年　殺人未遂1件（埼玉）、傷害1件（東京）、暴行7件（山形、北海道、愛知、福岡、和歌山）、建造物損壊・器物損壊2件（秋田、宮城）、脅迫1件（宮城）　計12件
　2007年　事後強盗1件（福島）、傷害2件（長崎、石川）、暴行4件（長野、北海道、滋賀）　計7件
2008年　事後強盗1件（大阪）、傷害1件（愛媛）、暴行5件（鹿児島、新潟、北海道）計7件
2009年　殺人1件（栃木）、傷害3件（兵庫、滋賀、島根）、暴行2件（滋賀、栃木）計6件
2010年　殺人・放火未遂1件（大阪）、傷害2件（福島、和歌山）、監禁1件（福島）、暴行8件（埼玉、栃木、神奈川、大分、群馬、富山）、ストーカー1件（東京）、脅迫・銃刀法1件（千葉）　計14件
2011年　放火殺人未遂1件（長野）、傷害1件（青森）、暴行3件（佐賀、青森、和歌山）　計5件
2012年　強盗1件（愛知）、傷害2件（岐阜、三重）、暴行1件（兵庫）、強要未遂1件（静岡）計5件。犯人が教員の事例もありました。
このようにパチンコ店員の悲劇は絶えません。暴行は逮捕時の公表分で、実質は傷害になるケースが多いでしょう。暴行や器物損壊事件では被害者は告訴せず、また立件されないことが少なくありません。
犯人を見てみれば警察官や教員、公務員など、本来は倫理観があるはずの者もいます。ギャンブル場では「狂う」のです。負けた腹いせに放火や殺人にまで発展します。
なお、この他にも店とは関係のないところで起こした事件もあるでしょうが、そうしたものは含まれていません。
（２）パチンコと車内放置　
―保護責任者遺棄致死傷事件
パチンコに来た若い親が、車内に乳幼児を置いたままパチンコに熱中し、子どもに致死傷を与える事例は絶えません。犯罪としては「保護責任者遺棄」「同致死」「同傷害」になります。子どもを忘れさせるパチスロ依存と、そもそも駐車場に子どもを置いていることを放置する店側の責任も問われます。
　2001年　　1件　熱中致死（広島）
　2002年　　1件　乳児死亡（福井）
　2003年　　6件　熱中症死6名（静岡、長野、愛媛、鹿児島、宮城、福島）
　2004年　　3件　熱中症死3名（佐賀、兵庫、三重）
　2005年　　2件　熱中症死2名（岩手、熊本）
　2006年　　2件　熱中症死2名（長野、愛知）
　2007年　　報道見当たらず
　2008年　　1件　熱中症死1名（鹿児島）
　2009年　　1件　熱中症死1名（秋田）
　2010年　　2件　熱中症死2名（高知、広島）
　2011年　　1件　熱中症死1名（石川）
　2012年　　1件　熱中症死1名（三重）
　2013年　　1件　熱中症死 1名（福岡）
このように13年間で22件22人の死亡例が報じられています。これは全て死亡に至った事例です。2010年7月12日に神奈川県相模原警察署は2005～2009年までに車内放置され死亡する事例が全国で14件あったと公表したことからすると、上記の報道された件数は14件中の6件、半分以下です。また、死亡には至らず救助される事例は、死亡事件の10倍以上はあるでしょう。
　　2011年8月から、パチンコ店への児童を伴う入場車輌の規制が警察庁より通達され､警察の巡回や業界の入店規制が始まっています。しかし、それでも2011年以降も毎年事件は発生しています。これは、パチンコ・スロットをする者の依存症度の深さを示しています。パチンコ店以外のギャンブル関係でも、子供を長時間アパートに放置したままギャンブルに行っていたというような同様の事件があるでしょう。
（３）パチンコ店付近・換金所（景品交換所）をめぐる犯罪（強盗、窃盗）
パチンコには現金交換所があり、「換金狙い」「ひったくり」という犯罪が多くあります。これは強盗や窃盗、恐喝等から強盗殺人、致死傷まであります。
2001年　強盗致傷1件（茨城）、強盗2件（愛媛、群馬）、恐喝1件（鹿児島）　計4件
2002年　強盗1件（栃木）、恐喝1件（兵庫　警察署に金を貸してと来た男）
2003年　強盗4件（新潟、東京、群馬、愛知）　いずれも店の駐車場で発生
2004年　強盗（未遂含む）5件（山梨、青森、広島、埼玉、岩手）、ひったくり、恐喝暴行と強盗に近いもの3件（北海道、滋賀、兵庫）　計8件
2005年　強盗（未遂含む）15件（香川、長野、愛知、沖縄、静岡、群馬、福岡、東京、埼玉、長野、北海道、岡山）、ひったくり（窃盗）4件（大阪、大分、福岡、愛知）、傷害1件（神奈川）　計20件
2006年　強盗（致死傷、未遂含む）11件（群馬、岐阜、滋賀、東京、愛知、福岡、徳島、兵庫）、ひったくり（窃盗）4件（茨城、岐阜、山梨、宮城）、恐喝1件(東京)　計16件
2007年　強盗（未遂含む）4件（山口、北海道、香川、大阪）、窃盗1件（秋田）計5件
2008年　強盗（未遂含む）5件（三重、長野、千葉、青森、東京）、殺人1件（神奈川）、窃盗1件（愛知）　計7件
2009年　強盗（致傷、未遂含む）10件（東京、宮崎、北海道、沖縄、神奈川、福岡、愛媛、愛知、千葉）、ひったくり6件（埼玉、東京、茨城、神奈川）　計16件
2010年　殺人1件（埼玉）、強盗（致死傷、未遂含む）5件（福岡、愛知、山口、大阪）、ひったくり7件（和歌山、千葉、北海道、愛知、滋賀）　計13件
2011年　強盗（致傷、未遂含む）7件（兵庫、山口、埼玉、岐阜）、ひったくり（窃盗）1件　　計8件
2012年　強盗（致傷、未遂含む）3件（大阪府、山口、静岡）、ひったくり（窃盗）5件（宮城、岐阜、千葉、富山）　計8件
　この種の事件は、パチンコ駐車場や路上でパチンコ客が被害に遭うケースです。ひったくり窃盗と強盗は紙一重のものが多く、事後強盗や殺人事件等の重大犯罪になりがちです。パチンコ店やお金を持っている客を狙って強盗や窃盗犯が出没するのです。
　もちろん、パチンコ店以外でもギャンブルで勝つなどして金を持っていると思われる者への強盗・窃盗犯はありますが、これも統計がありません。
（４）パチンコ店駐車　車上荒らし
パチンコ店駐車場周辺の車内から物品が盗まれる事件も多発しています。これらは窃盗事件の一つのタイプですが、盗まれた側や盗まれた物によってはメディアが特に注目し報じられるケースもあります。以下、発生年と「盗まれた物」を紹介します。
　2001年　たばこ1件
　2002年　警察捜査資料1件、バイク1件　計2件
2003年　成績表、個人情報、ＰＣ、通知表など教育関係4件、警察1件など8件
2004年　ＮＨＫ受信者情報、ガス個人情報、警察情報、日本生命、信組、警察手帳、小学校職員名簿など14件
2005年　郵便通帳、高校個人情報、警察、児童相談所、生徒情報など17件
2006年　教員名簿、警察、保健所人事評価書、顧客情報など9件
2007年　成績データ入りＰＣ、生徒情報など18件。（車上狙いで9県386件犯も。）
2008年　テストデータ、名簿、警察手帳、現金400万円など12件
2009年　個人情報、医療費データ、車ナンバーなど11件
2010年　保険料滞納リスト、海保ＰＣなど10件
2011年　学校クラス名簿、患者情報など9件。（車上狙い219件犯も。）
　以上のように、車上狙いは常習犯化しています。犯人は本来金を盗むことが目的ですが、カバンなどに入った公的情報・個人情報等が盗まれています。被害者が車内に大切な保管物を放置し忘却してパチンコギャンブルに興じているという実態も社会に示しています。もちろん、パチンコ店に限らず競輪場など他でも「盗まれてはいけない物」の事例はたくさんあるでしょう。
（５）店内窃盗・強盗
　パチンコ店での窃盗は極めて多いです。客からの窃盗「スリ」や「置き引き」によって金、貸し玉、ＩＣコインなど様々な物の盗みが絶えずあまりにも多く、報じるにもニュースとして新味がないほどです。全国に1万2000店以上あったパチンコ店では窃盗事件など毎日のようにいつでもどこでも起きており、届出自体がほんの一部です。犯人がわかっても初めての未遂などでは民事弁償や始末書、出入り禁止と謝罪で済ませることがほとんどです。したがって、報道されるのは強盗や店にとって再犯の悪質なものと、犯人が特に注目される職業などの場合です。
　2001年　強盗1件、窃盗7件
　2002年　窃盗4件（うち、犯人が中学校長の事件も）
　2003年　窃盗4件
　2004年　強盗致傷1件、窃盗21件（犯人に教員、自衛官、公務員など）
　2005年　窃盗39件（犯人に教員、市職員、新聞記者など）
2006年　窃盗35件（犯人に公務員、消防職員、自衛官など）
　2007年　窃盗88件（犯人に医師、自衛官、公務員など）
　2008年　窃盗45件（犯人に公務員、教員、警察官、自衛官など）
　2009年　窃盗55件（犯人に警察官、公務員など）
　2010年　強盗2件、窃盗88件（犯人に警察官、公務員、自衛官、教員など）
　2011年　強盗1件、窃盗31件（犯人に自衛官、公務員、警察官、教員など）
　2012年　窃盗18件（犯人に自衛官、消防士、公務員など）
　この種の報道は、犯人の職業によって「報道価値」が決まり、近年では単なる店内窃盗そのものの報道数は少なくなっています。
（６）痴漢・盗撮
　　パチンコ店は風紀も悪く、痴漢や盗撮も毎年多数摘発されています。うち2011年～2013年の3年で報じられたのは次のものです。これらは強制ワイセツ、迷惑防止条例違反になります。
　2011年　痴漢、強制ワイセツ4件（北海道、愛知、佐賀）、盗撮3件（埼玉、神奈川、奈良）　教員、公務員の犯罪含む。
　2012年　盗撮3件（長崎、千葉、岡山）　教員、公務員
　2013年　ワイセツ（埼玉）、盗撮6件（三重、鹿児島、兵庫、千葉、佐賀、山口）
　これらは被害者がパチンコ店員であったケースに限られ、また犯人が教員や警察官、自衛官、消防士など公務員であったために特に報じられたものです。したがって、犯罪実数は毎年数十倍はあるでしょう。
３．ギャンブルと重大犯罪（殺人、強盗、放火等）　
パチンコ、競馬など「ギャンブル狂い」の上の重大犯罪があります。この場合、まず近親者が被害者となるものが多いのですが、放火のように全く関係のない者も死傷させられ被害者が多数にのぼるケースも見られます。
　　以下、2006年以降の特徴的なものを紹介します。
　2006年1月　仙台市　幼稚園ＰＴＡ元会長　赤ん坊誘拐「パチンコで借金」
7月　大阪府　留年中の国立大学生　パチンコに狂い、金を無心を断った母親をハンマーで撲殺、金を奪ってパチンコ店へ
 〃   北九州市　夫に多額の保険をかけた妻が海に車で突っ込み､夫死亡。妻、麻雀やパチンコで借金数百万円
〃　　山口県　若夫婦、9歳･6歳の子どもと無理心中　ギャンブルで借金まみれの末
2007年11月　鹿児島県　50代夫婦、次男に撲殺される。父も子もパチンコに嵌る。
2008年10月　大阪市　個室ビデオ店での放火殺人事件　犯人、競馬やパチンコ等と飲酒で破綻。16人死亡、４人負傷（死刑判決）
2009年1月　長野県安曇野市　強盗殺人「パチンコで借金」（無期懲役）
〃 　埼玉県川口市　焼肉店経営者殺害「パチンコ代欲しさ」（無期懲役）
　〃　　千葉県習志野市　強盗殺人「パチンコで使い果たす」（無期懲役）
〃　　千葉県松戸市　住宅火災で幼児焼死　母23歳はパチンコに入浸り。
〃 　　北九州市　　54歳男、パチンコに狂い、母の香典を使ったことを叱責した姉を絞殺。逮捕時もパチンコ中。
2月　大阪市　元妻殺害放火「パチンコで借金」
4月　静岡県浜松市　電器商強盗殺人「パチンコで借金数百万円」
5月　加西市　交際相手殺人　パチスロ代欲しさ
  〃　 八戸市　父親をハンマーで撲殺　パチンコ代欲しさ（無期懲役）
6月　土浦市　祖父母を殺害　パチンコ代欲しさ（無期懲役）
〃　 鹿児島市　老夫婦　殺人　年金を使い込みパチンコ代に
〃 　静岡市　金融店主強殺　パチンコ代借金のため（無期懲役）
7月　呉市　　強殺同僚　「パチンコ代借金」
〃　　大阪市　パチンコ店放火殺人　店の常連客「スロット中毒借金200万円」
9月　名古屋市　老女強殺　犯人元民生委員「パチンコで借金」
〃　　和歌山市　強盗殺人　給与も盗んだ金もパチンコ
11月　大阪市　中国留学生　強殺「パチンコと競馬で」（2審死刑）
〃　　元厚生次官ら連続殺傷犯人パチプロ
〃　　札幌市　姉妹虐殺死の母親「夫は給与渡さずパチンコ中毒」
12月　高知市　　女性殺害「パチスロで借金重ね」（懲役20年）
〃　　青森市　強盗殺人した女「パチンコ代欲しさ」
〃　　山形県　強殺人犯「パチンコ好き、殺害後もパチンコ」
〃　　青森県　母親焼殺犯「殺害後もパチンコに行く」
〃　　福岡県　強盗殺人の元タクシー運転手「借金650万円パチンコへ」
2010年 1月　札幌市　コンビニ帰り女性強殺「パチンコで金を使い果たし」（無期懲役）
〃　　岐阜と大阪の連続強盗殺人「パチスロで借金の上」（死刑確定）
2月　姫路市　母親放置死「パチンコで借金」（懲役4年）
3月　いわき市　2009年強盗殺人「パチンコ中毒」（無期懲役）
4月　三田市　女性殺人　甥が「金を持ち出しパチンコへ」
5月　千葉八街市　放火殺人「パチスロで借金」
6月　杉並区　2007年親子強殺　元日大生「パチンコ代欲しさ」（2審も無期懲役）
〃　　名古屋市　2007年強殺事件（無期懲役）
8月　静岡県　妻と交際相手殺害「仕事さぼりパチンコ」
〃　　福井大野市　コンビニ店長殺人　逃亡中もパチスロ
〃　　松山市　元交際相手とその母親を殺傷男「パチスロで多額借金」
9月　岸和田市　母83歳病院に連れて行かず死亡　息子「母の年金不正受給でパチンコ」
〃　　吹田市　強盗殺人男「盗んだ金でパチスロ」
10月　足利市　妻刺殺男「パチンコで多額の借金」（懲役14年）
〃　　徳島県　妻殺害男「パチンコ、競艇三昧」
11月　秋田県　弁護士殺人犯「毎日パチンコ店通い」
12月　66歳男、72歳女性をバラバラ殺人「毎日パチンコ　借金1000万円」
以後2011年2012年以降も重大犯罪は続くも省略します。ただ、次の事件は有名です。
2013年12月　コンゴ日本大使館放火　職員、カジノで負けて同僚からの借金に加え、2400万円公金横領し証拠隠滅のため。（2014.12　懲役12年）
４．ギャンブルと横領・背任等事件
（文書偽造、詐欺、職務懈怠）
ギャンブル資金のため、他人や法人の財産管理をしている者が横領してギャンブルに投じる事件は少なくありません。業務上横領は自己が管理している預金等をギャンブルに投ずるもので、会計職員、公務員や法人団体の経理職員がギャンブル依存になれば、公金着服が億単位の被害もあります。（2011年以降の特徴ある大型事件は日時も）
　2006年　大手銀行行員が競馬などのために13億円を横領
　 　岡山県校長　校長室の電話で競艇情報を入手32回
　2009年 　別府市59歳職員　住民票手数料など横領してパチンコに
　 大分県信用金庫20歳代男性職員　預り金を横領してパチンコに
　 農協30歳職員　客の預り金を横領してパチンコに　（懲役3年）
　2011年　11月22日東京地検、大王製紙元会長を特別背任（55億円）で逮捕
 シンガポールやゴールドコースト、マカオなどのカジノでの106億8000万円のギャンブル資金の一部。（2013年6月、懲役4年実刑）
2013年　福岡県中間市職員　パチンコで借金つくり、生活保護費詐取
10月24日　大阪医療法人職員　1.6億円を着服　競馬に費消
11月6日　財閥娘と騙り11人から1.3億円を詐取し、パチンコ代に使ったと供述
　11月8日　会社専務　架空発注で8900万円着服　競艇に費消
11月28日　 会社社長　パソコン架空受注で3億円業務上横領　競馬等に費消
2014年2月5日　ＡＴＭ管理社員　データ不正取得2400万円をパチンコ等に費消
3月6日　 公益法人事務局長　5300万円着服　競馬等に費消
3月27日　 郵便局員　1億円横領　競艇等に費消
5月9日　 老人ホーム園長　入居者預金1800万円横領し、パチンコ等に費消
6月4日　 ひったくり722件4490万円　パチンコ等に費消
6月7日　 国税調査官　便宜を図り賄賂　パチンコ等に費消
6月19日　 旅行会社社員　架空受注　2億円詐取　競馬等に
7月8日　 地方公務員　生活保護費返還金詐取　ギャンブルの借金に
7月19日　 ベネッセ顧客情報漏洩　ギャンブル借金苦のため
8月27日　 顧客から420万円騙し取り、パチンコの借金返済に
9月20日   運送会社職員　9650万円着服　競馬に費消
10月6日　財団法人幹部　1億円以上着服　大半を競馬に
　ギャンブルは他人の金も自分の金のように使わせる「魔力」がありギャンブルに依存させるのです。
５．違法賭博
「無認可のスロット」（闇スロット、裏スロット）や「バカラ賭博」は多く、客も「賭博罪」で逮捕立件されます。賭博開帳の組織（ヤクザ、暴力団を含む）があり、客を誘い広めています。
　　また、インターネットを使ってパソコン（ケイタイ）で行う賭博を「ネット賭博（オンライン賭博）」といいます。仮に国内のパソコンから海外の合法カジノに繋ぐことは国外犯として問題ないと解しても、換金行為に及ぶと違法になると解説されています。したがって、ネットカフェであろうとも勝って換金すれば犯罪が成立します。
2013年1年だけに絞ってみても報道されて知られた事件は次のとおりです。
①闇スロット
　2013年1月18日　福岡県警　金箔カードのスロット店　常習賭博で検挙
　2月19日　大阪府警　中央区の金箔カードのスロット店　常習賭博で検挙
　2月21日　兵庫県警　尼崎のスロット店　常習賭博で検挙
　2月27日　警視庁　新宿区のパチスロ店　常習賭博で検挙
　4月23日　兵庫県警　神戸のスロット店　常習賭博で検挙
　6月9日　警視庁　上野のパチスロ店　常習賭博で検挙
　8月26日　和歌山県警　和歌山市のスロット店　常習賭博で検挙
　9月28日　兵庫県警　尼崎市のスロット店　常習賭博で検挙
10月1日　警視庁　西池袋のパチスロ店　常習賭博で検挙
②バカラ賭博（常習賭博）
　3月26日　横浜市中区　カジノ摘発　半年で15億円
　5月13日　京都市祇園　バカラ賭博　15人逮捕　2008年から
　6月10日　横浜市　県内最大カジノ　従業員21人、客36人　2006年から
6月12日　大阪ミナミ　バカラ賭博　20人逮捕　1100万円押収
③ネット賭博（常習賭博）
　5月9日　 東京都立川市　ネットカフェ検挙
5月22日　東京都渋谷区　バカラカジノ店
　7月27日　大阪市北区　カジノ店
　7月30日　堺市　ネット賭博　暴力団
　9月17日　名古屋市　県内60店　暴力団
　9月18日　名古屋市　ネットバカラ
　10月14日　 新宿区　ネットカジノ
　10月16日　 福井市　ネットカジノ
　11月4日　　上野　ネットカジノ　
　　もちろん2014年もバカラ賭博の検挙事案は絶えません。犯罪集団は、手入れに備えて店にはカメラその他を設置し、これらの賭博開帳一会場で何億何千万もの金を稼いでいるのです。
違法賭博について日本の取締りはまだ弱く、検挙も少ないのです。
ちなみに韓国では4800店のインターネットカフェが摘発され、韓国政府の推計では7つの合法賭博の売上は2012年20兆ウォン（約1兆8600億円）であるのに対し、違法賭博はその4倍の75兆ウォン（約6兆9600億円）といいます。この巨大化の原因は、ＰＣ・スマホによるオンラインカジノにあります。オンラインカジノへの依存（中毒）性は強く、韓国では賭博中毒者（依存症）は7.2％と、英国1.9％、カナダ3.3％に比べてはるかに高いのです。
　　こうした違法賭博は勝っても負けても自己申告しないので、脱税かつマネーローンダリングとなります。
６．ギャンブルと詐欺犯罪
これはギャンブルがなければ生まれない犯罪です。
①打ち子詐欺
　　パチンコを打てば金が稼げる等と誘い、欺いて保証金をとるものです。2013年の報道例は次のとおりです（パチムラより）。
2013年2月9日　山口県岩国市、パチンコ打ち子のアルバイトとして誘われた20代女性が、サーバーからケイタイに大当たりするメールを送るからと保証金100万円を要求され、約1ヶ月の間に計1000万円を騙し取られる。
5月16日　栃木県さくら市、女子大生が打ち子アルバイトの保証金・研修費用として合計301万円を詐取される。
6月17日　65歳男性の元に、抽選で現金が当たるとのダイレクトメールが3月から連続して届き、その上パチンコで稼げると5回にわたって合計405万円を振り込んで詐取される。　　　　
6月21日　栃木県矢板市、20歳男性がパチスロサイトの登録情報提供とパチンコで稼げるとして62万5000円詐取される。
6月25日　栃木県塩原市、49歳男性がパチンコ大当たりの打ち子になるための保証金などとして15万円を詐取される。
　8月22日　栃木県小山市、53歳女性がパチンコの出る台のセールスなどとして143万3000円を詐取される。
②攻略法詐欺
有りもしないパチンコの必勝法、競馬、競輪、ロト、totoの攻略法を教えるからと金を詐取するもの。ギャンブル詐欺の一つで古典的なものですが、インターネット利用などで爆発的に被害が増大しています。これも2013年の報道例より。
2月14日　栃木県宇都宮市、パチンコ必勝法を教えるとして、21歳男性が保証金など327万円を詐取される。
6月7日　北海道恵庭市、パチンコ必勝法を教えるとして、27歳女性が12回にわたり合計340万円を詐取される。
7月8日　福岡県、パチンコ必勝法など詐欺が1～6月に96件、被害額4億7590万円と公表。
8月1日　長野県駒ヶ根市、40歳女性がパチンコ攻略法等々に1年間で合計1180万円を詐取される。
9月10日　長野県上伊那郡、70歳男性がパチンコ攻略法で10回にわたり計860万円を詐取される。
　以上はパチンコ攻略法詐欺に限ったものですが、競馬、競輪、競艇、オートレースから宝くじのロト、totoなど攻略法詐欺は数多くあります。しかし、被害申告は必ずしもなされていません。
７．ギャンブルは犯罪を生み、家庭を崩壊させる
　ギャンブルによる破綻の絶えない下、弊害は依存者本人による犯罪や自殺にとどまらず、被害と影響は家族にも及び家庭そのものが崩壊する例も多くあります。前記３での重大犯罪は家庭崩壊を生んでいますが、パチムラは2001～2012年の事例を多数掲載していました。これを全て紹介すると多すぎるので、2003年以降2012年まで紹介件数を例示します。
2003年　小児の殺人、保険金殺人、熱湯で虐殺死、パチンコを咎めた母を刺殺、
中3息子に盗みをさせる親など　8件
2004年　母放置しパチンコ　致死、夫が妻を殴り殺す事件、幼児殺人2件、父親殺しなど　7件
2005年　幼児餓死、窒息死、虐待、母親暴行死、ひったくりを中１に命じる親など6件
　2006年　子を放置しベガスへ、借金苦で子を殺し心中図る、パチスロ咎めた母撲殺、小5虐待など　5件
　2007年　借金なじられ母殺人、遺体放置パチンコ、祖母に暴力で金をとる、母親中2らにひったくり指示、3歳児使って万引き、両親殺人など　10件
　2008年　無理心中、義母撲殺、4歳児放置致死、3歳に暴力母、中学生に売春強要母など　9件
　2009年　遺体放置しパチンコ、義理関係の子と妹を殺人未遂、パチンコ借金で娘に売春強要母、父殺人放火、祖母殺人、母殺人遺棄など　18件
　2010年　母を死体遺棄、老母に食事与えず殺人、両親の骨壺をパチンコ店に、母が子殺人など　14件
　2011年　乳児暴行死、4歳児虐待、殺人など　5件
2012年　児童虐待、殺人、死体遺棄など4件
これ以外にも2013年の報道例は次のとおりあります。
2013年2月21日　大阪市住吉区、母親（33歳）が長女（7歳・小1）を浴場で殴るなどして傷害で逮捕。母親はパチンコにのめり込んでいた。
4月18日　神奈川県小田原市、父を殺害し金を奪ったとし強盗殺人で息子（37歳）を逮捕。金の無心に来てトラブルとなり殺人に及ぶ。パチンコ店から出てきた息子を検挙した。
5月14日　福岡県北九州市、パチンコ店前で男性死亡、男性の長男19歳を逮捕
　　ギャンブルは、家庭の経済だけでなく生活の破壊をもたらしています。これらは虐待、暴行、傷害、保護責任者遺棄、殺人、放火、死体遺棄という犯罪です。
８．外国で報ぜられるギャンブル依存と犯罪
　　ギャンブル依存と犯罪について、箒木蓬生氏が外国の調査事例5点を紹介しています。
①　米国　　病的ギャンブリングの入院治療者の40％　刑事犯前歴あり　　一般受刑者の25％～30％に病的ギャンブリング
②　米国　　ＧＡ（ギャンブラーズ・アノニマス）の会員の21％、退役軍人病院依存症治療者46％に逮捕歴がある。
③　米国　　保険金詐欺　ＧＡの241名、虚偽の申告による保険金詐欺47％　ギャンブル負債のために生命保険金殺人もあった。
　米国保険業推計　不正請求年間40億ドル　その3分の1ギャンブル依存者
④　英国　　不法行為の質を一般人とＧＡ会員で比較すると、ＧＡは暴力を用いず着服、詐欺、文書偽造が多く、一般は万引き、盗品の横流しが多い傾向。
⑤　オーストラリア　　治療を求めた77名、ＧＡの32人を対象としたところ、半数に不法行為、そのうち20％逮捕歴あり。（着服と家宅侵入、窃盗）
　　これらの犯罪統計は、刑事政策や更正対策を検討する上の前提資料ですが日本にはありません。
９．ギャンブルにまつわる犯罪防止と社会弊害回復のための対応
　　今日の日本には賭博犯罪を防止するための刑事施策が十分ありません。むしろ、人の射幸心を煽る公営賭博を国や地方自治体が運営し、勧奨しているのです。勤労により富を得るという教育理念への背反行為をしているのです。
　　ギャンブルが犯罪を誘発していること、賭博依存を正しく把握すべきです。その上で①人の賭博の機会を抑制し、限度を設ける、②仮に公認賭博を認めるとしても、賭博に伴う犯罪を防止するため、賭金を正しく勤労所得の一定範囲と限定する、③賭博依存発生を予防し、依存者を治療する、④詐欺性、高い収奪性賭博（控除率20％以上）の禁止、⑤賭博の収益は全て病気や社会的損失・弊害の除去に投入する、⑥犯罪を防止するため家庭から学校、社会まで教育することが必要です。
第２．ギャンブルによるマネーローンダリング
１．マネーローンダリングと犯罪収益移転防止の困難さ
　　マネーローンダリングとは、資金洗浄をいいます。犯罪などによって得た不正資金を口座を移動するなどの方法で出所がわからなくする不法行為です。日本でも2007年にようやく「犯罪収益移転防止法」が施行されました。2011年管理強化されましたが国際組織「金融活動作業部会（ＦＡＴＦ）」は2014年6月、日本の法整備は不十分と名指ししています。
　　2013年みずほ銀行が、信販会社の提携ローンを通じて反社会的勢力に対し2億円の融資をしていたことが発覚しました。実は、マネーミュールという運び屋を介した資金洗浄もあります。ビットコインという「仮想通貨」は、マネーローンダリングにも利用されます。
２．ギャンブルにおけるマネーローンダリング
　　まず、ギャンブルがどうマネーローンダリングに関わるかを検討します。
（１）ギャンブルに集まる金は、犯罪など不正に得た資金が多いのです。ギャンブルのマネーローンダリングをなくすには、①ギャンブル関係者、賭客の身分証明、②賭金の出処の公的証明、③ギャンブルの結果の賭客ごとの収支結果、④換金証明が必要です。
　　個人が金を使うのは自由だという考えもありますが、一般の売買など取引も記録化されます。ギャンブルは特に賍物（犯罪によって得られた金）が多く、家族ら「親族相盗」の資金も抑制されるべきです。闇の資金（犯罪による金賄賂、脱税金）のマネーローンダリングは完全に排除されねばなりません。
ギャンブル依存症の発生防止や過剰な賭けの抑制のためにも、上記①～④が必要です。
（２）公営競技の賭金や宝くじ、totoからパチスロまで、現在前記の証明手続きは全くなされていません。
（３）ギャンブルにより得られた金は宝くじ、totoのように非課税制度が法定されていないものは一時所得となります。しかし、現実に所得申告する者はいません。競輪、競馬、競艇の公認賭博もパチンコ店も三店方式による換金業者も賭客の所得税申告には全く無関心で、脱税というマネーローンダリングを支えて（幇助して）います。
（４）もしカジノが導入された場合、ジャンケットなど紹介者による資金の立替はマネーローンダリングの隠れ蓑になり、ホテル等のコンプ（サービス）等はマネーローンダリングに代わるものともいえます。
３．日本のギャンブルによるマネーローンダリングの推計
（１）違法賭博の賭金は、胴元が吸収しようと客が賭金を得ようと全て「闇の金」です。その違法賭博は、①違法スロット、②バカラ賭博、③ネット賭博、④野球・相撲賭博まで様々あり、⑤公営賭博に便乗する「ノミ行為」賭博は日本での推計はないが韓国では合法賭博の4倍といわれます。
　　後記のとおり、日本のパチンコを含む「合法賭博」を25～30兆円とすると、少なくとも2倍～4倍の50兆～100兆円が闇の金になり、まずそれがマネーローンダリングされていると推計されます。
（２）「合法賭博」のパチスロはかつて売上30兆円といわれましたが、今は18～20兆円です。競馬は中央・地方で4.5兆円、競艇は1兆円弱、競輪は6000億円、オートレースは700億円と、かつての10兆円時代から減少しています。宝くじは1兆円弱、スポーツ振興くじ（toto）は1080億円です。
　　宝くじ・totoは、客に約45％～50％が払い戻されます。仮に購入金が不正の金とするとその5000億円は「資金洗浄」されます。公営競技は売上の投票券購入資金が全て不正な金とすると、6兆円余の25％が払い戻され、1兆5000億円が「資金洗浄」されます。
パチンコの客への還元率は約10％といわれ、売上18兆円のうち1.8兆円が客に戻ります。パチンコ店の純収益が売上額の10％として、1.8兆円の収益のうちさらに20％が脱税（租税回避）されたとすれば、3600億円が「資金洗浄」された金になります。
これらの金が政治家や政治団体への献金などに使われようと、資金洗浄されたことに変わりはありません。このように合法賭博でも4.1兆円の金がマネーローンダリングされかねないのです。
（３）以上のとおり日本は、合法賭博でのマネーローンダリングが5000億円と1.5兆円と1.8兆円と3600億円の計4兆円以上も懸念されますが、合法賭博がマネーローンダリングに利用されることについて全く対策がとられていないのです。
第３．ギャンブルと脱税
１．パチスロと脱税
（１）パチスロ店（以下、パチンコ店）は、1980年代バブル期まで歯科医師、産婦人科医と並び「脱税御三家」とも呼ばれました。しかしその後、脱税御三家は一部入れ替わったもののパチンコ店は依然として、2001年所得税の不正発見でワースト1位、2002年から2011年まで9年連続でワースト2位。近年1位の「バー・クラブ」と定位置でした。そして2012年2013年はワースト3位と数の上では「改善」（？）しましたが、パチンコ店の不正発見割合件数は約50％でした。
　　2013年度の不正発見のワースト10業種は数の上では、①バー・クラブ47.3％、②自動車修理29.8％、③パチンコ29.0％、④廃棄物処理28.4％、⑤土木工事28.0％、⑥一般土木建築工事27.4％、⑦職別土木建築工事24.7％、⑧貨物自動車運送24.3％、⑨再生資源卸売24.3％、⑩電気・通信工事23.3％と、いずれも2業者に1つないし5業者に1つは不正というところです。
　　しかし、パチンコは大脱税額の常連です。1件あたりの不正脱漏所得（脱税）のワースト10は2013年で、①パチンコ5372万円（万以下切り捨て）、②自動車附属品製造3347万円、③情報サービス興信所2532万円、④電子機器製造2510万円、⑤建売・土地売買2510万円、⑥電気通信機器卸売1934万円、⑦産業機械製造1838万円、⑧医薬品小売1767万円、⑨一般機器卸売1724万円、⑩鉄鋼卸売1718万円でした。
　このようにパチンコ店は金額と不正割合で日本最大級の脱税業種です。2014年も不正所得金額のワースト1位は確実です。
（２）パチンコ店は弱肉強食が進み、かつての全国18000店から12000店を切りました。2013年度で1位のマルハンが売上2兆1116億円、営業利益579億円、2位のダイナムが売上9221億円、営業利益354億円、3位のガイアが売上4078億円、営業利益139億円、4位のオザムが売上4046億円、経常利益70億円です。（その一方で、2014年は10月までの時点で店のうち25件が倒産し、その負債総額12億2000万円でした。）
　　2013年、パチンコメーカーは新機種を200万台も売りました。セガサミーはダントツ1位で売上3780億円、営業利益385億円、2～5位は京楽、平和、三共、三洋で各2051～1535億円を売り上げ、各369～280億円の利益をあげました。
　　近時、パチンコ新機種の一般広告がＴＶから車内吊りまで盛んです。中小パチンコ店は高い新機種で客を呼ばねば大手に対応できず、ゲーム機能を増した新機種を導入して客をつなぎとめるのに必死です。メーカーも大儲けし、大手はメーカーも店もカジノにまで手を伸ばしています。資産1000億円超のセガサミー里見治会長と安倍総理ら政治家の親密さがよく報道されました。
　　大手パチンコ店やパチンコメーカー、その他ギャンブル関係企業は明白な脱税をしなくても、他業種化して複数の会社化、子会社化するなどして利益を子会社に移転させ、「節税」という「租税回避」もしています。加えて企業の海外進出にはタックスヘブン（税天国）への動機もあります。
　
２．公営賭博と一時所得と脱税
　　コンピューターによる継続的な馬券購入による収益にかかる所得不申告の刑事事件について、「外れ馬券」が経費かどうかの二審判決が2014年5月9日言い渡されました。
一審は30億円の無申告5億7000万円脱税起訴に対し、課税対象は1億4000万円で脱税額は5200万円とし、求刑懲役1年に対し、懲役2月執行猶予2年としました。これに検察側が控訴しましたが、二審はこれを棄却し、検察側は最高裁に上告し、審理中です。
これは、馬券購入の払戻金を1回ごとの一時所得の対象とする国税局と検察庁に対し、「継続的に大量購入し事業化している」として「全体とし一つの資産運用とみる」弁護側の主張がかなり認められたためです。
常識的には予想ソフトでの網羅的馬券購入は先物取引等の合法取引行為と同じ仕組みで雑所得とみることができます。
むしろ、所得を確実に申告させて捕捉することが、ギャンブル所得対応では有効です。現在の公営競技ではいくら大穴を当てて儲けても、払戻し窓口での源泉徴収もしません。この方こそ問題です。パチンコではパチプロも含め客の実質所得を捕捉しようとはせず野放しです。
＜税務当局の説明＞
　競輪・競馬等で得た金は、所得税法22条、34条で「一時所得」とされる。
（収入金額－その所得を得るために支出した金額－50万円）×1／2
「その所得を得るために支出した金額」は原則として当たり券の購入費で、ハズレ券に投じた金額は含まないとされ、他の所得と合算し総合課税として申告する。
第４．ギャンブルと汚職、背徳
１．公認ギャンブルは賭博行為という社会的犯罪を特別に公認するものです。その事業の許認可から日常運営まで事業者とそれを監督指導する中央・地方の政治、行政との関係で汚職はつきものです。
２．公認ギャンブルは、業界レベルでも個々の事業企画レベルでも、開催から運営の隅々まで利権が絡みます。パチンコ業界では国会議員アドバイザー（パチンコ議連）が現存し、ＩＲカジノは巨大な利権に絡むが故に、安倍・麻生の総理・副総理までがカジノ議連の最高顧問として君臨しました。もちろん競馬の農水省、競輪・オートレースの経産省、ボートレースの国交省、宝くじの総務省、totoの文科省、パチンコの警察庁など監督省庁や所管団体にとって、族議員や行政担当の「天下り」再就職と利権の及ぶ先です。
　　したがって、歴史的にも利権と汚職があり、国民に説明しないできない背徳が続いています。これらのギャンブル界は裏社会と共に表社会の役所や警察まで癒着していることが多いのです。
３．ギャンブルという利権の多い世界は、闇の世界との関係も常に指摘されます。業界周辺の企業で生み出される租税回避される金や闇の金は、様々な形で民主主義社会を蝕みます。それが政治献金であっても、その利権を守るという目的に働き、その金が特別の権力、利権関係を維持する方向でのみ使われるのです。
４．ギャンブルは、大臣、上位役人の「天下り」から個々のパチンコ店を取り締まる警察の生活安全課の一職員まで「役得」を生みます。
　　ギャンブルが大衆の金を奪っている事実があり、依存症の病まで生んでいるのに、これらについて業者も政治家も役人も正常な倫理観を持たないのは、これらのギャンブル運営に共存する「利権」と「仲間意識」が働くからです。
５．これは政治の汚職と背徳です。ギャンブルで大衆、貧しい人々から特別に収奪しても病を生んでも視ない、知らないふりをする。利益を一方的に得る利益集団を形成し、客をカモとし収奪して恥じない。こんな仕事が公営事業となれば、その政府は国民への背徳でしかありません。
＜参考＞　
パチンコ議連（ＰＣＳＡ政治分野アドバイザー）
41議員（自民23、維新9、民主8、無1）
ＩＲ（カジノ）議連
224議員（自民109、維新22、民主10・・・）
第５．公認賭博収益と公共目的使用の背任と「罪」
１．パチスロを除く競馬、競輪、競艇、オートレース、宝くじ、スポーツ振興くじ（toto）は、法律で公認された「賭博開帳」「富くじ発売」ですが、その正当性は唯一その収益金を今の社会に必要不可欠な公益・公共事業に使うということです。
しかし、戦後の財政危機時代の公共目的は今や建前だけで、「空洞化」しています。これまでこの収益金使途は詳細に再検討されることはありませんでした。totoを除いて、戦後間もないころに戦災復興資金や各産業の発展のためとして始まりましたが、それぞれ法制定時の使途と存続の公益性が担保されておらず、むしろ今や継続は「背任」ですらあります。
２．宝くじについて調査すると、宝くじの収益金は今や時代が変わり、戦災復興とは全く関係のない使われ方をしています。
　　そして、発売元の都道府県や政令市は、特定された公益事業・公共事業について個別に議会審議を経て必要不可欠なものに使用するために宝くじを発売するというものになっておらず、議会の認める宝くじ発売は、収益事業として包括承認はしても形ばかりです。その収益金は自治体の雑収入とされます。宝くじ収益金は総務省が一応掲げ、国際交流事業までの包括的な10項の範囲内で、他の財源と共に行う事業の一部に使用される建前です。複数の公共事業に概括的に使用したとされ処理されているというだけです。
　　例えば、まだ詳しい説明をしている方の大阪市でいえば、街のイルミネーション事業費の一部にも充当されたことになるというような「概括報告」で処理されているのです。
３．現在の公営賭博収益も、適宜自治体ごとに配分され、その自治体は他の財源と共に公共事業に使ったというものでしかありません。
　　これでは各法律の定める収益事業や宝くじを発売する個別の公共事業目的への使用という公益性の説明責任は果たされていません。現在において競馬、自転車、自動二輪車、モーターボートや船舶事業を、他の産業より特別に優遇し、特にギャンブル事業収益金により維持・拡大する必須性はないのです。
　　1998年にできたtotoもスポーツ振興の名目はあるも、収益（売上）の50％内は配当、経費は15％以内とされ、国と地方自治体とスポーツ団体（体育・学校センター）が11.7％ずつを分けます。スポーツ団体はサッカーだけでなく実に様々な競技と団体に分け合うものとなっています。
そこには文科省と財務省の利権、地方自治体の利権とそこにつながるスポーツ団体の利権があり、セクハラ事件の結果、柔道のコーチへの金も形ばかりで実体のない使途であったことが明らかとなったように、適正使用が疑われるものが少なくないのです。
これらは現状の公営ギャンブルが当初掲げた公益性・公共性をも正しく使用され説明されていないことを示しています。
４．公認ギャンブルは省庁利権の場となっています。競馬は農林水産省、競輪・オートレースは経済産業省、競艇は国土交通省、宝くじは総務省、スポーツ振興くじは文部科学省、パチンコは警察庁が監督省庁となっており、その官僚利権と「天下り」や再就職の場です。
ギャンブルは政府や地方自治体職員の汚職や公務員の規律違反、職務規律違反の非違行為をも招いています。
５．公営賭博による収益金はギャンブル依存など社会の弊害の解消には使われません。むしろ、ギャンブル宣伝のために依存症や生活保護費を含む「浪費」を勧奨しても、病気をなくしたり、更正させることには使われていません。
第６．ギャンブルによる浪費・多重債務と破綻
１．ギャンブルは消費生活の中でも最大の浪費
賭博は、労なくして大金を得る夢を買わせるという、資金と時間と労力の「浪費」を消費にもたらすものです。ギャンブルに依存させ、借金をしてでも繰り返させ依存症を生みます。これは消費者問題です。
　　その結果、多重債務者・破局者を多数生み、拡大させます。ギャンブル資金のために身内や貸金業者から借金し、目的のためには手段を選ばない異常心理の下、犯罪や無理心中、さらには自殺までの究極の破局を招くのです。
２．ギャンブルと破産　～破綻はその数倍～
　　ギャンブル依存は多重債務者を生み、自己破産を生むことがわかっていましたが、統計的にも明らかになっています。
　　2011年、日弁連消費者問題対策委員会は、全国地裁の破産事件から無作為に1234件を抽出し、破産原因（多重債務に陥った理由）を複数回答可として調査しました。これによると61件（4.94％）がギャンブルでした。
　　調査はこれ以前も3年ごとに実施され、2002年1.9％、2005年3.4％、2008年4.34％であったとおり、ギャンブル破産は上昇傾向にあります。破産申立てでは、破産の主因をギャンブルとすると、破産後に債務の取り立てを禁じられる「免責」決定がなされないので、財産のギャンブルへの費消は実際より過少申告されます。それでもこの結果です。
　　一方、破産手続きでなく、債務を大幅に減額し分割弁済する「個人再生手続」では、917件のうち93件10.14％がギャンブルによる多重債務が原因でした。生活苦・低所得（35.44％）より低く、教育資金（9.05％）より多かったのです。個人再生手続では自己破産手続より多重債務の原因としてギャンブルを隠す理由が低くなりますが、それでもギャンブルへの費消は手続きのマイナス要因となり、「控え目」とされます。
　　結局、多重債務の破綻原因は、10％以上がギャンブルです。多重債務に陥っても法的手続きをとって整理する者は、広義で更正しようとする意欲の高い者です。
　　実は、ギャンブルでの破綻者は、逃亡、自殺、犯罪に走り、また家族らの「尻拭い」処理も多いので、実態はギャンブルによる破局、破綻者は表面化している数十倍に達するとさえいわれます。
３．貸金業者の活動とパチンコ店の売上
　　パチンコ店の売上が2003年には30兆円、そして2010年には20兆円を切ったことは、貸金業の消費者貸付残高が20兆円から10兆円に下っていったことと「比例」しています。
　　過払い金問題と貸付業規制の厳格化で貸金を縮小したことが、パチンコ客の「懐具合」を悪くしました。ギャンブル用貸金を厳しくしないとギャンブル「依存」も減りません。この点近時のパチンコ店内ＡＴＭなどはカードによる消費者ローン営業の拡大活動の結果ですが、アルコール依存で運転している者に酒を売るのと同様の“商売”といえます。
第７．ギャンブル依存と自殺・破局
１．自殺と賭博についての先人の考察例
　　1937（昭和12）年12月、警視中村義正氏は刑事警察の実務経験と研究から「賭博」という408頁に及ぶ著作を発表しています。その内容は賭博に詳しく薀蓄に富みます。賭博が実は詐欺を伴うことや自殺にもはっきりとした視点を持って書かれています。
　　犯罪統計によれば、当時全国56万1587件のうち賭博は29万960件でした（うち東京は3886件、大阪は2981件、北海道1819件、福岡1155件と続く）。そして東京を例に1933年の検挙人員1万6146人（うち非常習者1万4312人、常習者1834人）とし、年齢別分類で14～17歳73人に対し、25～29歳4086人、30～34歳3845人、そして70歳以上でも63人に及ぶとしています。職業は非常習者は土木、人夫が1位、常習者は無職が468人で1位です。ただ、銀行員、教育、宗教職、記者、医務、官公吏まで少ないものの常習者がいることも指摘されています。教育程度は、尋常小学校卒業者6260人が1位、同中退者が3261人で2位、高小卒2885人で3位、不就学2342人で4位、高小中退者621人で5位です。もちろん私立大学卒42人や帝国大学卒6名まで高学歴もいます。そして、他の犯罪と比べて婦女子が1429人と多いことや、賭博は娯楽から発するも繰り返されること、実は賭博には詐欺が多いと指摘しています。
この点、現在のパチンコを見ても肯けます。
　　さて、自殺ですが、著者は、「余輩をして精密なる統計を得せしめば　轍を賭博の凡百の悪習慣なる事を発見すべし　暴酒家に劣らざる程最も多数を自殺の犠牲に供するものなり」といいます。
　　要約するとこうです。世の人は第一に賭博が多数の犠牲者を自殺に供しているかを知らない。世に一時のてん狂に結果と説明するだけだが、著者が賭博者の実歴を研究すると2つの事実があった。賭博のために人が全所有物を失うことは、酔い倒れた人に不意の出来事が起きた感覚で、ここに目が覚めるも自分のしたこと、義務を怠ったこと、迷惑をかけた親戚を思い、愚かな行為と思う。そして賭博仲間からさえ「貧乏なる痴漢」と呼ぶ声が聞こえ、軽蔑の音響が聞こえ、交友もなくなる。商人が全財産を失えば自尊保有を失う。賭博は人の判断、良心、愛情を抑え、一時の感情（烈しい麻酔）で最後の一厘まで失い、借金をして地獄に陥っている。そしてこの「貧乏人」は最後の冒険、すなわち未知の未来に向かって生命を賭する悲劇がある。」と。
　　結局、第一回の賭博から自殺をもって終わる「てん狂」は起こる当然の結果というのです。（同著P32～36）
　　この著者の説は自殺をめぐる今日の医学的説明レベルには及んでいませんが、当時の心理学者の意見も聞いたものといいます。
　　次に、2012年発行の「『やめられない心』依存症の正体」クレイグ・ナッケン（玉置悟訳　講談社）は、アディクション専門セラピストの経験をもとに書かれています。これによると、アディクションは人生が崩壊を始める第3段階に進むとし、自殺に進む場合もある。その理由はアディクションによる内面の苦しみがあまりに大きく、その苦しみを終わらせたいと願うようになる、やめられない自己嫌悪が大きくなり、内面の「アディクション人格」を殺そうと考えるに至る。すなわち、本人ほど内面のアディクション人格を恨んでいる人はいないというのです。
　　「やめられない心」アディクションは、薬物、酒から近時のスマホ依存まですそ野を広げていますが、ギャンブル依存は犯罪者集団（暴力団、ヤクザ）の違法賭博と共に公共団体の公営賭博や警察公認のパチンコ・スロットによって生み出されています。
かつての取締りと抑制に努力した警察司法担当らが知れば、現在のパチスロギャンブルは驚天動地の天災どころでありません。後世の警察官ＯＢと現職らの編み出した賭博であることに唖然とし、やがて怒るでしょう。
２．ギャンブルと自殺
　　ギャンブルが個人自殺に至るには、「軽い遊び」がギャンブル依存の病になり、多重債務を負い、債権者に追われ、返済に苦しみ、家族生活や周辺社会にも迷惑をかけるなどし、社会経済的にも追い込まれ、精神的にも不安定でうつ状況になっていることがあります。そこでは健全な心身の保持に役立つスポーツ、レジャー、余欲はありません。
　　本来、競技として馬術レース、自転車競争、その他スポーツは金を賭けなければ成立しないのではなく、スポーツゲームとして成立します。そこに金を賭ける特権貴族の「遊び」が始まり（ex．競馬）、“大衆化”する下で大衆の自殺や犯罪を招くものになったのです。
　　ギャンブルの大衆化は、ギャンブルで庶民・大衆の富を収奪する博徒（ヤクザ）組織を生みました。その博徒の賭博開帳行為を抑えるという詭弁までがパチンコの導入に言われました。
　　公認賭博は、かつての富くじのように国会の軍国主義資金の捻出のための宝くじ、軍馬の育成のための競馬というように軍国主義政策の一手段でした。その存立目的を敗戦後の経済混乱期の地方財政等への収益金という目的に変えて継続し、拡大されました（競輪、競艇等）。1998年にできたスポーツ振興くじも、その収益金の3分の2は国と地方自治体に入ります。サッカーくじといわれるが、サッカー試合の結果がギャンブル化するのに適しているから（試合結果が予想しにくいスポーツゲーム）であり、サッカーに特別多くの収益が優先配布される訳でもありません。スポーツ関係の使途は文部科学省のスポーツ関係団体の“勢力”で配分されるのです。
　　加えて、パチンコは客が得た特殊景品を買う中間業者や問屋を通す「三店方式」による換金という賭博化が、業界を取り締まる側の警察当局の「了解」により成立し、日本唯一かつ世界最大の大衆ギャンブルとなっています。
　　これが売上20～30兆円という“産業”になり、その一方で世界最大級のギャンブル被害と、その一つとして自殺者を生んでいる理由です。
　　日本はロシア、韓国に次いで自殺率の高い国です。その自殺原因には、日本社会が生む生活感や人生観、生命観があるといえます。自殺の理由としてギャンブルが統計上示されてよいのですが、内閣府の「自殺対策白書」にもその視点がないのは誤っています。
３．ギャンブルと自殺についての研究
　　2012年8月の新たな自殺総合対策大綱で、病的ギャンブルが他の依存症と共に重要対策の対象となり、厚生労働省の委託研究での検討会がなされています。
　　全国精神保健福祉センター長会副会長の田辺等Drが、病的賭博者ら137名以上の多数の治療経験をもとに、自殺傾向について健常者との比較検討分析をしています。これによると、自殺念慮経験者は1年以内で健常者群2.7％に対し病的ギャンブリング群は26.7％であり、大うつ病性エピソード該当者の19.4％より多いこと、自殺念慮の生涯経験率は健常者群14.5％に対し病的ギャンブリング群は62.1％と高く、自殺念慮だけでなく自殺企図した者は1年以内経験では健常者0％に対し病的ギャンブリング群は12.1％で、生涯経験では健常者群1.8％に対し病的ギャンブリング群は40.5％でした。病的ギャンブリング群は自殺を考えるだけでも4～5倍、自殺を企図したものは40倍も多く、よく言われるうつによる自殺のレベルよりも高いことがわかっているのです。
　　これらは田辺Drらの長年の取組みの「成果」です。
　　もとよりギャンブル依存者は、他の精神的な病気・障害も併存したり、薬物依存、アルコール依存もかかわっています。病的ギャンブリングと他の精神障害では、うつ病が特に多いと指摘されています。田辺Drらは、日本で病的賭博（ギャンブル依存症）の有症率が高いのは、海外では1段階：娯楽ギャンブル、2段階：問題ギャンブル、3段階：病的ギャンブルが三角状のピラミッド形であるのに対し、日本では、2段階以上の問題ギャンブル、病的ギャンブルがドーム形に多く、この原因として、日本は①ギャンブル体験が日常化、②資金の入手利便性、③女性への普及を指摘されています。日本ではパチンコ店へのアクセスしやすさとその貸金業者による資金提供、女性参加はよく知られるところです。
　　現在、日本のギャンブルは、宝くじ経験者2000万人以上、パチンコ利用者1000万人といった日常化が行われており、射幸熱を高めてゲーム感覚から病的賭博まで昇りつめる人が多いのです。このような人々は薬物、アルコール依存と共に多くのうつ等精神疾患を増大させてもいます。
４．ギャンブルによる人の生活・人間関係の社会の破局現象
　　ギャンブル依存（Gambling Dependent）は、嗜癖（Addiction）障害（Disorder）ともいわれますが、個人と家族や社会の人間関係、ひいては社会を破局させます。個人が破局し、その対象が内面や個人に集中すれば自殺自死を生みます。
　　日本ではパチンコ、スロットというギャンブルが、1000万人以上を引き込みます。大型化、大店舗化している今でも全国1万2000店に及ぶギャンブル場がどの町にもあります。これは警察庁が「三店方式」のパチスロ賭博を「公認」し「保護」し「拡大」させたからです。
また、競馬、競輪、競艇、オートレース場が全国に100ヶ所以上も公設されています。またウインズ、サテライト、ボートピアなど場外券売り場が100ヶ所以上大都市や地方に設置され、また電話やインターネットでも馬券、車券、舟券が売られてギャンブルが行われています。
加えて、宝くじやスポーツ振興くじなどの富くじというギャンブルが、全国の1万店近い店（銀行、郵便局、コンビニ、駅売店など）で売られ、インターネット販売もあります。
これらのギャンブルの売上は、一時30兆円に及びました。今はパチンコ・スロット18兆円、競馬4～5兆円、競艇1兆円、競輪・オートレース1兆円、宝くじ・スポーツ振興くじ1兆円という規模です。そして25兆円近い公認ギャンブルが行われているのです。
この「公認」ギャンブルの一方で、「ノミ行為」「野球賭博」「相撲賭博」「賭け麻雀」から「闇バカラ」「闇スロット」など違法賭博が少なくとも数兆円規模で存在します。
これらギャンブルの客は圧倒的に低所得層の大衆です。余欲のある遊び金のみをギャンブルに投じるのではなく、むしろ本来の生活資金を削り、家族親族の金を奪い、さらには犯罪により得た金を投じさえします。そのため賭博客は、生活資金を失い生活苦、家族や社会から非難を受け、個人の生活破局を招きます。自責の念やジレンマから精神と行動の異常障害、自殺自死も生むのです。
これはギャンブルによる社会の破局（自殺）現象といえます。
第８．ギャンブルの収益金は社会的費用解消に使うべき―公共事業よりも被害回復へ―
１．はじめに
　　日本ではギャンブルによる弊害について、まず全て自己責任として非難こそすれ、政府は救済活動をしていません。
　　賭博への賭金は、それが家族の金であれ、社会から奪われた金であれ、それを「被害者」に戻すということはされていません。
　　賭博のために犯した殺人、放火、強盗、窃盗、横領による金であることが事後判っても、利益を得た賭博の開帳者（公営競技開催者）や富くじ発売元（地方自治体）は何の償いもしないのです。こんな不正義が許されてよいでしょうか。
　　国や地方自治体はギャンブル収益金など本来得るべきではありませんが、現行法上得られている収益金について、より正しい使い方を提言します。
２．ギャンブルについての医療厚生費用
　　国や自治体は、賭客が精神科の診療を受けた場合、その保険診療費の一定分（生活保護者は全額）を負担することになります。その社会全体の負担コストについて行政は検討していません。536万人と推計される依存症の疑いのある人のうち、客観的には精神科に通院したほんの少しの保険診療費負担をしている程度です。（それも賭博による医療費用という認識を欠いたまま）
　　536万人のギャンブル依存症の疑いのあるものが、その依存から脱出するためにカウンセリングや診療を受け、一人平均年1万円とすれば、年間536億円の医療費負担が必要です。病人の200万人が年10万円の費用を要すると、年2000億円の医療費です。
　　現在は、厚生労働省と医師界の取組みへの弱さもあって、ギャンブル依存症としての医療費は表面化していません。しかし、うつ病その他の精神疾患となり、また健康を欠いて内科的治療を受けている依存者のコストは小さくありません。しかもこれにはＧＡなど自主回復へのコストは全く計算していません。
　　ギャンブルをし、社会に弊害をもたらしているなら、そのために医療行政上の対策が必要となります。医療的回復のための施策やシステムは、医師だけでなくカウンセラーや本人と家族らの自力回復施設を必要とします。もちろん、自殺防止のケアシステムも必要です。年間25～30兆円を売り上げる公営ギャンブルに対し、その1％の費用でも予防と医療回復に使うとすれば年2500億円となります。
３．司法上のコスト・社会正義回復コスト
　　ギャンブルによるトラブルや破綻に対して、民事上解決のための司法コストがいります。また、破綻者の犯罪予防、再犯防止までの犯罪者への刑事政策の社会的費用も要します。
　　例えば、ギャンブル資金入手のための盗犯の防止にしても、マネーローンダリング、脱税防止にしても、警察、検察、裁判所、財務、税務当局、司法救済から刑事政策までのコストを要します。公認ギャンブルの収益から医療コストと共に司法と社会正義回復コストを償うべきです。そのコストは予防も含め、ギャンブル売上金の10％は要し、2.5兆円としても大きすぎることはありません。
４．地域社会、教育への弊害と費用
　　ギャンブルに伴う治安と環境の悪化、教育環境などの不安までを解消するコストを償うとすればそれも莫大なものです。これらは容易に金銭評価し難く、現在の周辺住民の利益だけでなく、将来の世代への健全な環境や全世代への社会教育への費用が必要となります。環境問題もギャンブル場等の周辺に同意を取り付けるための協力金コストでは済みません。これら地域と社会教育の弊害を防ぐのにも売上の10％以上のコストがいるとすると2.5兆円という金額になります。
５．ギャンブルの社会的費用は経済利益を上回る
　　もし、ギャンブルの売上からの収益が不法に被害者から奪われたものとして弁償に使われるべきとすれば、まず収益金では全く不足します。そこまでいわずとも、厚生費、医療費、社会の行政司法コストを考えると、よく言われるギャンブル産業の経済の効果などより大きい外部不経済をもたらしているのです。
　　年に25兆円のギャンブルの売上から得られる社会の経営収益は仮に年5兆円あっても、社会がその不利益のコスト年5.5兆円以上を支弁しなければならないとすれば成り立ちません。
　　ギャンブルを導入するためにいわれる経済効果は、客の金を事業主体がいかに取得するか、その賭博収入、その施設建設、従事者の雇用などのプラス面のみを都合よく積み上げたものに過ぎません。そして他の人々や社会の負の経済効果、社会費用は全て無視するものです。
経済効果評価とは本来、プラスの効果だけでなくマイナスの効果も計上すべきです。
６．効果の不平等と不公正
　　ギャンブルは社会全体の富を生む産業と異なり、他人の財産を取り合いし、それを手助けするものに過ぎず、全体として富を増やすものではありません。
ギャンブル事業の経済性の最大の欠点は、人の立場によって決定的不公正を拡大するということです。一方で、必ず利益をあげる賭博開帳者と、全体としては必ず損を受ける客の関係に象徴されるように、互換性は全くありません。
ギャンブルが一見選択の自由であるように装い事業することは、それが形の上で現行法上許されていようと人の道に反するものです。
第９．「自殺予防のための手引」とメディアへの手引き
　ＷＨＯの自殺予防の手引、メディア関係者のための手引（クイックリファレンス）をギャンブル依存防止問題に適用すると次のとおりです。
１．努めて社会に向けてギャンブルに対する正しい啓発・教育を行う。
２．ギャンブルを正当化して当然のように扱わない。良きレジャー、レクリエーションの方法として扱わない。
３．ギャンブルを宣伝したり勧奨しない。ギャンブルに伴う弊害は正しく報道する。
４．ギャンブルの射幸性を刺激したり正当化しない。
５．ギャンブルがよき生活者としての暮らしを害する可能性についての正しい消費者教育に協力する。
６．ギャンブルによる被害や生活困難について支援を求められることについての情報を提供する。
第１０．商業メディアへの要望
１．ギャンブルの人権侵害、不正義と庶民の収奪性について知るべきです。
２．商業メディアの一部は現在、ギャンブル産業の一部門となっていますが止めることです。スポーツ紙・誌は純粋なスポーツ、ギャンブルに絡めないものを紹介し報道することです。これは新聞、テレビ、ラジオなどのメディアについてもいえます。
３．公認ギャンブルの存在からその案内の掲載を認められるとしても、必要最小限の「報道」「案内」に限るべきです。未成年者やギャンブル依存（継続）者を勧誘する宣伝・広告は抑制することです。
４．ギャンブルへの不実・誤認を招いたり射幸心を刺激する広告や、無差別な公共空間・公共時間を利用した広告に協力しないことです。（公共鉄道車など囚われの客への広告制限）
５．メディアは善良な社会の公的手段、報道手段であるが故に、報道の自由への最大限の尊重が認められており、ギャンブルの弊害についても後世に恥じない報道をすることです。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
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当会は財政上は専らカンパで成り立っています。


会費・カンパを下記口座までお願いします。


記


りそな銀行　北浜支店　普通０１１５７１９


口座名義：ギャンブル被害をなくす会
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